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北海道網走市議会行政視察  質問事項回答書  

令和 7 年１０月９日 (木 ) 

天草市議会第２委員会室  
 
 

地域支援事業（高齢者の自主活動  通いの場の推進）について  
 

■高齢者の参加促進と継続率の工夫について  

 参加者の継続率を高めるために、どのような工夫や支援をされています

か？  

回答：  

①平成 28 年度より認知症予防の実践者である「脳いきいきサポータ

ー」を養成し、パズルを使った脳トレを通いの場で実践し、楽しみなが

ら認知症予防につなげている。（養成講座については NHK 等テレビにも

出演している（㈱ Re 学（代表川畑智氏）へ委託）パズル等ツールの貸し

出し、脳いきいきサポーターの派遣など  

②集団の研修場面  

③地域リハビリテーション事業による初回と必要時の現地支援  

④健康ポイント事業による毎月（週１回の活動）にポイント付与  

⑤地域包括支援センターによる後方支援及び交流会開催等  

⑥通いの場支援者（リーダー）へ介護支援ボランティアポイント付与  

事業を通して感じることとして、もともと地域のつながりが強いと  

ころであるが、集まるきっかけが不足していたため、通いの場を起点

につながりだすと、地域交流や安否確認、生活支援などに発展してい

く状況である。  

 

■認知症予防やフレイル対策としての効果検証について  

 通いの場の活動が、認知機能や身体機能の維持にどのような効果をもたら

していますか。  

回答：ホームページにおいて掲載    

  「仲間・楽しみ編」「からだ編」「あたま編」「その他」で集約  
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 ・百歳体操はエビデンスのある体操である  

  ・一部通いの場で希望するところはリハ職が運動機能評価検証を実施  

  ・通いの場等において心身・認知機能を維持・改善した者の割合は

90.1％（介護保険保険者努力支援交付金評価指標に係る状況調査より） 

 

■地域資源の活用と住民主体の運営体制について  

 自治公民館や空き店舗などの地域資源を活用する際、住民主体の運営をど

のように支援していますか。  

回答：地域包括支援センターにて後方支援を実施。  

地域の現状を区長・民生委員等に対し、地区振興会会議を活用し情

報共有  

  グループの中で活動場所を決定するため、直接関与することはあま

りない。自治公民館は地区の方の利用は無料。エアコン使用料は参加

者で負担している。  

 

■令和４年で 191 ヶ所、現在は何ヶ所  

■開催場所は１か所なのか？移動開催なのか。  

１か所の場合、その選定場所の理由。  

回答：現在（R7.10）は通いの場は 181 ヵ所、その他ふれあいいきいきサ

ロン 188 ヵ所、健康運動教室 42 箇所  

週 1 回以上抜粋  

（ 65 歳以上）  
R3 R4 R5 R6 

通いの場  
187 ヵ所  

2,551 人  

192 ヵ所  

2,502 人  

191 ヵ所  

2,309 人  

182 ヵ所  

2,113 人  

サロン  
46 ヵ所  

601 人  

42 ヵ所  

539 人  

40 ヵ所  

493 人  

39 ヵ所  

479 人  

健康運動  

教室  

43 ヵ所  

302 人  

43 ヵ所  

347 人  

42 ヵ所  

373 人  

42 ヵ所  

366 人  

合計  
276 ヵ所

3,454 人  

277 ヵ所  

3,388 人  

273 ヵ所  

3,175 人  

263 ヵ所  

2,958 人  
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   上表の他にも老人クラブ活動のサークル、グラウンドゴルフなどの運

動・趣味活動が 247 ヵ所ある通いの場は登録制であり、身近な活動の

場を自分たちで選定し手続を行う。時間や実施日の設定、百歳体操以外

のメニューについては自分たちで決められ実施（場所は自治公民館・公

民館が多く、公共施設、サービス事業所の空きスペース、旧保育園、空

き家、お店の空きスペースなど使用）  

【通いの場の増減】  

 R3 R4 R5 R6 R7 現在  

増  7 10 8 2 5 

減  6 5 9 11 6 

【通いの場参加者内訳（ R6）】  

 64 歳以下  65 歳 -74 歳  75 歳以上  

人数  25 人  534 人  1,579 人  

性別  男性： 322 人（ 15.5%）・女性： 1,814 人（ 84.5%）  

認定者参加者数  要支援： 322 人・要介護： 99 人  

脳 い き い き サ ポ

ーター参加者数  

143 ヵ所（配置率 78.6%）  

 

■移動（複数場所）の場合、「空白エリア」の状況は。  

回答：現在旧市町（ 2 市 8 町）単位にはもれなくあり。行政区単位等で言

うと空白エリアがあるため、令和 6 年度より介護予防把握事業（ 75 歳

-84 歳未認定者・活動未把握者）へ活動状況把握のため通知を行い、

チェックリストによる身体状況の把握および活動の把握を行っている。

その中から虚弱高齢者については、通所型短期集中サービス（元の生

活を取り戻す支援）を 6 か月実施し、地域活動へつなげる、元の生活

へ戻る支援を行っている。空白エリアについては、地域包括支援セン

ターが区長や民生委員等と情報共有し、地域の意向を確認しながら立

上げの後方支援としての体験会等を実施している。  
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■運営費補助なし、の仕組み  

■通いの場を立ち上げる際に、行政としてどのような支援や伴走を行われま

したか。  

回答：平成 27 年度～数年間は周知活動を徹底的に行った。  

   （区長会・民生委員・老人クラブ・興味のあるグループ等）  

    登録申請を提出していただいたグループには、立上げ支援として、

高齢者の現状・介護予防の必要性の説明、百歳体操の専門職による指

導などを行政保健師・包括職員による講話と実技を実施。  

R2～R5 まで年に 1 回希望する団体にはリハビリ専門職派遣を行っ

ていたが、体操の定着が見られたこと等から、R6 より新規立ち上げ団

体にのみリハビリ専門職派遣を行っている。  

   【登録要件】  

   ・参加者の過半数が 65 歳以上で概ね 5 人以上の団体  

   ・週 1 回以上開催  

   ・市が進める介護予防活動を実践（百歳体操等を推進）  

   ・最低 3 カ月は続ける  

   ・政治・宗教などの活動、営利を目的とした団体ではないこと  

   【市の支援】  

   ・体操等の DVD の貸与（ 10 種類ほどある）  

   ・DVD プレイヤー・血圧計・非接触型体温計の貸与  

   ・研修会等の実施や情報提供※ l ine グループにて  

    

■完全自主グループ化に至るまでの期間やプロセスにおいて、特に工夫され

た点は何でしょうか。  

回答：  

・周知活動に力を入れることで意識を変える。百歳体操 3 カ月実践し

た 90 歳代の方の改善動画が効果的であった（高知市より提供）。  

・通いの場の方々の効果の口コミで拡大した。  

・現在は地域活動の少ない地域への介護予防把握事業として、地域活

動状況アンケートを個別通知で行い、現状を把握した地域包括支援セ
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ンターが地域で周知活動や体験会を通して、意欲を上げ、立ち上げを

行うこともある。  

・その他公民館移動型の通所型短期集中サービスで半年間一緒に活

動したメンバーで継続してグループ活動を継続する場合もある。  

・ 65 歳到達者へ「健康長寿いきいきガイド」を配布  

・ 75 歳到達時の後期高齢者医療被保険者証交付機会を活用した講話  

・市政情報等発信番組「Ｄｏ！？☆あまくさ☆」情報発信  

・ 70 歳到達者へ、認知機能評価会の個別通知  

 

■グループが活動を継続するための仕組み（人材育成、モチベーション維持

など）はありますか。  

回答：認知症予防活動の地域実践者である「脳いきいきサポーター」を養

成し、通いの場のリーダーや認知症予防メニューを楽しく実践するリ

ーダーとして活動することで、介護予防活動の継続に繋がっている。  

平成 28 年度より養成を開始し、養成者 556 人のうち地域活動実践

者数 368 人。（脳いきいきサポーターのいる通いの場は 143 ヵ所）  

 

■取り組みの成果として、要介護認定率の変化や高齢者の健康状態に効果は

見られたか、見られたならデータも付けて欲しい。  

■要支援者減少等の効果の数字的裏付け  

回答：  

【軽度認定者の減少】  

 H27.3               高齢者数   30,595 人  

（総合事業開始前）要介護等認定者及び虚弱高齢者数 7,046 人うち  

              要支援・虚弱高齢者数 2,434 人  

H30.3               高齢者数   31,112 人  

         要介護等認定者及び事業対象者数 6,805 人うち  

              要支援・事業対象者数 1,860 人  
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R3.3                高齢者数   31,446 人ピーク  

         要介護等認定者及び事業対象者数 6,927 人うち  

              要支援・事業対象者数 1,859 人  

R7.3                高齢者数   30,510 人  

         要介護等認定者及び事業対象者数 6,304 人うち  

               要支援・事業対象者数 1,690 人  

   〇高齢者数は横ばい（ピークは R3.3 末）、要支援等軽度認定者数の減少

及び認定者数の減少見られる。  

  〇認定率：H27.3（ 21.7％）R3.3（ 21.0％）R7.3（ 19.7％）  

  〇健康状態の変化については毎年アンケートにて集計、ホームページへ

掲載（体力測定等は好まない団体が多いため、数値評価は明確に実施し

ていない）。  

 

■土壌づくりの教室の開催状況 (内容、開催場所、回数、工夫点等 ) 

回答：全ての区長会議に参加して、周知を行い、自治公民館を活用した協

力をお願いする。  

    H28-R4 いきいき健康長寿教室：通いの場実践発表やリハビリ専門   

職による講話等実施（市内 3 カ所単発の教室）  

     H30～R5 地域元気アップ教室：通いの場のない空白エリア、介護予

防活動の普及を実施したい地区（包括支援センターとエリアを検討）

にて、健康運動士による実技指導（ 4 回 1 クール）その後、通いの場

の立ち上げへ。  

    R2～ R5 通いの場等パワーアップ教室：通いの場活動の継続支援を

目的として、通いの場登録団体等を対象に、介護予防活動の効果の講

話や健康運動指導士による実技指導を実施。  

 

■やる気になるまでどれくらい待ったのか、最短から最長。  

回答：H27 に「通いの場登録団体募集」の市報掲載後、「こういうのを待っ  

ていた」と来所されたり、教室実施後、その場で登録をされるグルー

プもある。  
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地域への周知や体験等の機会のあとは、通いの場登録までに至らな

い場合もある。（無理強いはしない）  

空白エリアについて、議員さんへ情報提供し議員の講話の中に通い

の場をぜひ立ち上げて健康にとの文言を入れ込むことで、包括が何度

も周知しても前向きにならないエリアから通いの場が立ち上がったケ

ースもある。  

 

■全力応援の内容  

回答：住民のやりたいことを支援する  

   ・数人のグループであっても動画や資料を用いて説明  

    ・実施するための環境整備を支援する（テレビ・椅子・DVD プレイ

ヤー  

・パズル・コピーなど、一気に増えたときには廃校の物品等を配布

して回った）  

・公民館で集まっているときに移動販売車とのつなぎを行う  

    ・近くの通いの場の団体と交流の機会を作る  

    ・リーダー不在の場合は、近くの通いの場を案内したり、脳いきい

きサポーターに入ってもらうなど資源をつなげる。  

       ・現地支援や新しいメニューの提案等、リハビリ専門職がとても協

力的である。   

    ・ケアマネジャー・サービス事業所も見学し、声掛けや送迎支援、運

営費等を渡される社会福祉法人もでてきた。  

・コロナ禍には、代表者の戸別訪問による感染症予防支援、活動休

止中のグループ内の見守り訪問等を介護支援ボランティアポイント

にて評価、感染対策研修会の開催、感染対策給付金の支給、脳いき

いきサポーターの宿題ツールをグループメンバーへ配布。  

・小学校と通いの場の交流会の実施  

・運動機能評価システムの活用  
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■立ち上げから維持運営で苦労した点  

回答：コロナ禍で活動休止したときの対応  

    団体によっては活動を継続、閉じこもるより外に出る方が心身にと

ってよいとのことであった。  

リーダーの高年齢化に伴う休止への対応（理由を確認し、他のメン

バーの地域活動へのつなぎや支援等を包括とともに支援）  

回答：H27 開始当初予算がなく、できることから始めたやり方が当たり前

化していった。（必要物品は中古のものをかき集めて貸与）  

 

■総事業費 352 万 8 千円の内訳  

回答：総事業費については、令和３年度実績となっています。  

    （内訳）委託料  地域元気アップ教室（通いの場体験教室）を有限会

社クアオルトの健康運動指導士へ委託し実施： 480 千円  

    委託料  通いの場現地支援（リハビリ専門職派遣）   ：  575 千円  

    委託料  脳いきいきサポーター養成事業業務委託  

        株式会社Ｒｅ学                ： 2,127 千円  

    備品購入費  貸出用テレビ             ：  223 千円  

    需用費  貸出用ＤＶＤ・血圧計・体温計等        ：  123 千円  

 

■今後の維持拡大への取組みと課題  

回答：国の方針である H27 当初の目標値  「週 1 回以上の介護予防活動参

加者の割合：高齢者人口うち 1 割以上参加」「人口 1 万人あたり通い

の場 10 ヵ所以上」となっており、本市でも引き続き目標としている。  

（現在の国目標：介護予防に資する住民主体の通いの場参加者（頻度

は問わない）する高齢者の割合： 2025 年までに 8％とする）  

 【R5（国の数字の直近）通いの場参加率】  

 週 1 回以上の参加率  （頻度問わない）参加率  

国  2.6％  6.7％  

熊本県  3.6％  8.4％  

本市  10.4％  16.7％  



 

9 

 

     本市の就業人口で最も多い年齢層は 65-69 歳代、 70 歳代から社会

参加につなげる仕組みづくりが必要になる。  

    高齢者人口の減少とともに通いの場の減少を予測しているが、エビ

デンスのある介護予防活動メニューの検討や既存の地域活動の見える

化を行い、選択肢の幅を広げる。  

    ・世代交代に伴う興味関心ごとの変化に対応できる介護予防活動内

容の検討（第 10 期介護保険事業計画策定のためのニーズ調査項目

の追加）  

    ・通いの場の参加者の中で事業対象者や要支援認定者等支援を要す

る高齢者が増加していく中、住民主体サービスＢへの提案や移行を

行うための体制づくりの検討  

      ・介護予防に資するサービス提供を行う民間業者の活用など  

 


